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＜研究要旨＞ 外国人の親をもつ子どもの増加に伴い、母子保健分野における通訳のニー

ズが高まっている。本研究では、保健医療通訳の先駆的事業を展開している愛知県小牧市

において、保健医療の提供者と利用者間のコミュニケーションの改善、乳幼児健診の受診

率の上昇を検証することを目的とした。通訳を配置することにより、母子保健サービスの

提供者である保健医療関係者と、利用者である外国人保護者の間のコミュニケーションは

大きく改善された。通訳配置後の乳幼児健診の平均受診率は配置前の 2.3倍に上昇し、受診
者実数は 6.3倍に激増していた。また、通訳は、単にコミュニケーションの伝達だけではな
く、日本と出身国の文化や習慣に精通した者として医療側と受療側の架け橋の役割を期待

されていた。今後、母子保健サービス現場におけるプロフェッショナルな保健医療通訳の

ニーズは急激に増大すると思われる。カウンセリング技術を含めた保健医療通訳技術の向

上や実践的な研修のあり方が今後の大きな課題であろう。 
 
 
Ⅰ．研究目的 
 1990 年代はじめに激増した外国人人口
の増加は収まりつつあるが、最近の特徴は

外国人の定住傾向が明らかとなってきたこ

とである。定住化に伴う最も大きな変化は、

国際結婚の増加と外国人を親にもつ子ども

の増加である。2001年には、約 4万件の国
際結婚（夫・妻のどちらか一方が外国人）

があり、3 万人以上の出生児が父母ともに
外国人あるいは父母のどちらかが外国人で

あった。1987年から 2001年の 15年間に、
日本で出生した外国人を親にもつ子どもの

総数は約 42万人にのぼり、そのうち母が外
国人の子どもが 40.4％、父が外国人は
23.9％、父母ともに外国人が 35.7％であっ
た１）。 
 保健医療機関において、日本語のできな

い外国人を親にもつ子どもに対して、日本

人と同等の水準の母子保健医療サービスを

提供するためには、ひとりひとりの既往症、
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健康状態、健診結果の説明などに関して十

分なコミュニケーションが必要不可欠であ

る。そのためには、単なるマニュアルやパ

ンフレットだけでは不十分であり、母子保

健分野に造詣の深い通訳が求められる。千

葉市の医療機関を対象にした外国人の受診

状況に関する調査では、医療費の支払い問

題だけでなく、外国人とのコミュニケーシ

ョンが図りにくいことを解決すべき重要な

問題点であると指摘している２）。 
 本研究では、保健医療通訳の先駆的事業

を展開している小牧市において、在日外国

人の保健医療に関する通訳を配置すること

により、①保健医療の提供者と利用者間の

コミュニケーションの改善、②乳幼児健診

の受診率と予防接種の接種率の上昇がみら

れるとの仮説に基づき、それらの仮説を検

証することを目的として実施した。また、

本研究の結果に基づき、母子保健サービス

における通訳の役割や他の自治体での展開

の可能性について考察する。 
 愛知県小牧市は、名古屋市の北西約 15ｋ
ｍ、人口約 14 万 5 千人、外国人登録者数
5,879人で対住民人口の 4.0％を占める内陸
型工業都市である。国籍別ではブラジル人

が 3,728人（63.4％）で、ペルー人 626人
（10.6%）を合わせると南米人が外国人登
録者数の 74.0%を占めている（2000 年）。
市内の 5 つの保健医療機関に、常勤・非常
勤 6 名の通訳が配置されるという、全国で
も先駆的なサービスを実施している。 

 
Ⅱ．対象と方法 
 2001 年 6 月～11 月にかけて、愛知県小
牧市保健センターにおいて下記の調査を実

施した。 
 

１ インタビュー調査 
 市保健センターの保健師、通訳に対して、

半構造質問紙法によるインタビュー調査を

おこなった。 
 
２ アンケート調査 
 乳幼児健診（4か月児健診、1歳 6か月児
健診、3 歳児健診）のために小牧市保健セ
ンターに来所した南米出身の外国人保護者

（以下、外国人保護者という）に対するア

ンケート調査をおこなった。アンケート調

査票の内容は、乳幼児健診の満足度、保健

医療機関において言葉の問題で困った経験

の有無、日本での育児状況、健診の満足度、

医療者とのコミュニケーションの度合い、

医療スタッフの応対の満足度であった。調

査票は、著者が日本語で作成したものを外

国人助産師などがポルトガル語とスペイン

語に翻訳したものを用いた。 
 
３ 資料調査 
 乳幼児健診受診率については、小牧市保

健センターにおける 4 か月児健診、1 歳 6
か月児健診、3 歳児健診に関する８年間
（1993 年―2000 年）の健診受診者台帳を
もとに retrospectiveな全数調査を行い、南
米出身の外国人受診者を抽出した上で、外

国人の受診率を分析調査した。また、予防

接種接種率については、５年間（1996年―
2000年）の送付票と問診票の控えを１枚ず
つ調べ、南米出身の外国人幼児に対する送

付数と実際の接種者数から接種率を分析調

査した。 
 
Ⅲ．結果 
１ 通訳および保健師に対するインタビュ

ー調査 
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 1997 年に小牧市民病院において常勤通
訳配置後、市民病院で出産する南米外国人

が増加した。小牧市保健センターにおいて

も乳幼児健診をはじめ母子手帳交付、予防

接種の問診など、特に南米出身の外国人を

親にもつ小児の保健サービス整備が急務と

なってきた。そのため、1998年より乳幼児
健診時のみ、通訳を非常勤として雇用する

ことにした。雇用コストは時給制で、月額

約 6 万円くらいに相当した。保健センター
における通訳業務は、乳幼児健診時の問診

の通訳、医師が行う健診の通訳、保健師が

行う保健指導の通訳だけでなく、直接来所

による健康相談時の通訳や南米出身の親か

らの電話への応対などがある。また、母子

手帳の発行時に無料健診票の使い方を説明

したり、予防接種の受け方や市の保健情報

などもポルトガル語で情報提供している。 
 保健センターの通訳は、保健医療のバッ

クグラウンドはなく、来日後も夫の経営す

るブラジル雑貨店を手伝っていた、日系ブ

ラジル人 3 世の女性で学歴は高校卒業であ
る。ポルトガル語および日本語の医療用語

や保健医療知識に関する研修を受けたこと

はなく、独学あるいは実際の現場で医療用

語に関する知識を身に付けてきた。なお、

これは小牧市内に配置されている医療通訳

全員に共通する背景でもあった。 
 実際の通訳現場に幾度となく立ち会った

が、通訳は、外国人に対して日本の保健医

療システムの説明するだけでなく、保健医

療関係者に対しても外国人の生活や習慣な

どを説明していた。また、ポルトガル語で

気軽に話せるということから、外国人から

は様々な悩みや相談が多く持ち込まれてお

り、通訳者はポルトガル語でのカウンセリ

ングに類する業務も行っていた。カウンセ

リングの基本的な教育を受けていない通訳

自身が混乱し消耗して、ストレスが溜まる

ことも少なくない。しかし、雇用が不安定

な外国人労働市場の中で通訳は安定した職

場であり、通訳自身は地域コミュニティー

の人たちに役立っているという自負心と充

実感を感じていた。 
 保健師など保健医療従事者に対するイン

タビュー結果においては、生活習慣の違い

や考え方が理解できるようになったと非常

に歓迎しており、通訳を配置したことによ

るトラブルは全くみられなかった。 
 
２ アンケート調査 
 調査期間内に乳幼児健診の案内を送付し

た外国人保護者は 107名であった。そのう
ち、乳幼児健診を受診した 83 名（受診率
77.6％）の外国人保護者から回答が得られ、
回答が不備だった１名を除き、82名の回答
（回答率 76.6％）を分析対象とした。 
 回答した外国人保護者の年齢は 19 歳以
下が 6.1%、20 歳代が 54.9%、30 歳代は
36.6%であった。出身国はブラジルが
84.1％、ペルーが 11.0%、ボリビアが 4.9%
であった。通算在日年数は平均 5年 11か月
であった。自己申告による日本語の能力は、

簡単な会話ならできると答えた人が 64.6%
で最も多く、以下、会話はできる 20.7%、
全くできない 14.6%であった（表 1）。健診
票（日本語による案内通知）を自分で読ん

だ人は 58.5％、他の人に訳してもらった人
が 26.8％であった。 
 乳幼児健診に関しては、95.1％の人が満
足していた。しかし、保健医療関係者とコ

ミュニケーションがとれた人は 28.4％にす
ぎず、とれなかった人は 40.7％にのぼった。
簡単な会話ができる程度の日本語能力では、
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医療者とコミュニケーションがとれていな

いと感じている人は少なくなかった（表 2）。 
 また、日本における育児についての情報

源は出身国にいる友人や家族が最も多く

（53.7％）、次いで夫、母語の新聞・情報誌
と続き、日本人の友人はわずか 2 名だった
（表 3）。また、育児についての相談先は夫
が一番多く 58.5％で、次いで日本にいる同
じ国の友達 32.9％、保健センターの通訳
23.2％だった。 
 
３ 受診率調査 
 1993年から 1997年までの通訳が配置さ
れるまでの 5 年間の 4 か月児健診、1 歳 6
か月児健診、3 歳児健診の外国人を親にも
つ子どもの平均受診率はそれぞれ 24.9％、
55.6％、22.2％であった。3種類の乳幼児健
診を合わせた平均受診率は 34.2％であった。
しかし、通訳が配置された 1998年以降の 3
年間（1998－2000年）の乳幼児健診の平均
受診率は 78.9％と、配置前の 2.3倍に上昇
していた。外国人を親にもつ子どもの受診

者実数も増加しており、通訳配置前の年平

均 23.6人から配置後には 151.7人と 6.4倍
に増加した（図 1）。 
 麻疹接種率に関しては、通訳が配置され

る前の 2 年間（1996―1997 年）の外国人
を親にもつ子どもの麻疹接種率は 63.0％で
あった。通訳が配置された後の 3年間（1998
年―2000年）の平均は 67.9％と大きな変化
は見られなかった（図 2）。 
 
Ⅳ．考察 
１ コミュニケーションの改善 
 小牧市保健センターに通訳を配置するこ

とにより、母子保健サービスの提供者であ

る保健医療関係者と、利用者である外国人

保護者の間のコミュニケーションは大きく

改善された。単に言語によるコミュニケー

ションが可能になっただけでなく、保健医

療関係者が外国人の文化や習慣を理解する

ことにより、今までは了解困難であった外

国人保護者の行動を理解できるようになっ

てきた。通訳が介在することにより、異文

化理解に基づいた母子保健指導ができるよ

うになったといえる３）。 
 しかし、通訳が配置されているにもかか

わらず、保健医療関係者とのコミュニケー

ションがうまくとれなかった外国人の親は

40.7％にのぼり、通訳の配置によりすべて
のコミュニケーションの課題が解決された

わけではないことを示唆している。しかし、

アンケート調査の自由記載をみると、「通訳

サービスにとても満足している」という回

答が大半を占めていた。現状の通訳の配置

には十分に満足しているが、保健相談の実

際においては、まだまだ言い足りないもど

かしさを感じている外国人保護者の実態が

明らかとなった。 
 妊娠・出産を体験することは、女性にと

って一大イベントである。まして外国人に

とって、慣れない日本における妊娠・出産・

育児において、大きな不安や戸惑いを抱え

るのは想像に難くない。泊野らの調査では、

在日３年以内に妊娠出産を経験し、母親が

日本語で会話できない時にトラブルが多か

ったという４）。母子保健医療サービスを提

供する立場の保健医療関係者も、外国人の

不安や戸惑いを感じながら、言葉の壁、文

化や生活習慣の違いなどがあり、外国人母

子を十分にサポートできないもどかしさが

ある。多民族の外国人が暮らすアメリカ合

衆国においても、外国人患者の背景にある

文化や習慣を知らなければ、医療側と患者
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側双方が満足できるような医療は提供でき

ないといわれている５）。 
 このように、言語によるコミュニケーシ

ョンの課題は、外国人の母子保健医療にお

いて大きな課題であり、通訳に対する期待

は大きい。しかし、「通訳が来てくれたら何

でも解決する、と思ったら大間違いである」

と小林は指摘し、多様な文化や習慣を理解

することの重要性とともに、日本人の保健

医療者が通訳の使い方を知っておくべきで

あるという６）。 
 
２ 乳幼児健診の受診率と予防接種の接種

率 
 今回の調査では、通訳配置後の乳幼児健

診の平均受診率は配置前の 2.3倍に上昇し、
受診者実数は 6.3倍に激増していた。一方、
麻疹ワクチンの接種率は、通訳配置前と後

では微増したに過ぎず、配置効果ははっき

りと表れていなかった。この両者の相違を

説明できる十分な調査は行っていないが、

乳幼児健診にポルトガル語通訳が存在する

ことを多くの外国人保護者は事前に口コミ

などで知っていたことが、乳幼児健診の受

診率の上昇に大きく寄与したと考えられる。

一方、麻疹の予防接種に関しては、予防接

種通知票は日本語で書かれており、麻疹の

予防接種の必要性を理解していないと受診

行動につながらない可能性が考えられる。

また、日本と外国の予防接種システムの違

いが外国人保護者に混乱を生じている面も

ある。小牧市保健センターにおいて通訳が

関与した来所および電話による相談件数の

うち、約 8 割が小児の予防接種に関する相
談であった。 
 このように、通訳を配置することにより

乳幼児健診の受診率は明らかに上昇したが、

その他の母子保健サービスに関しては、通

訳だけでなく、各種のパンフレットや説明

文書など種々のコミュニケーション手段を

組み合わせることが重要だと考えられた。

ちなみに、この通訳に関するコストは年額

約 72万円であると推測され、外国人保護者
の乳幼児健診受診数の増加を考慮すると、

経済的にも合理的な施策ではないかと思わ

れた。 
 
３ 母子保健医療における通訳の役割と今

後の課題 
  母子保健医療機関が日本語のできない

外国人に対して、日本人と同等の水準の母

子保健サービスを提供するためには、ひと

りひとりの外国人の病歴、主訴、診断告知、

治療方針の説明などに関して十分なコミュ

ニケーションが必要不可欠になる。そのた

めには、単なるマニュアルやパンフレット

だけでは不十分であり、保健医療分野に造

詣の深い通訳が求められる。また、外国人

に対するインフォームド・コンセントは十

分な言語理解なしには成立しない課題であ

る。すでに、裁判所などの法廷では通訳が

大きな課題となり、種々のマニュアル作成

や研修などが行われているが７）、保健医療

分野では通訳に関する関心は相対的に乏し

かった。 
 近年、保健医療通訳に対する地方自治体

の先進的な取り組みが各地で行われるよう

になってきた。山形県や神奈川県において

先駆的なボランティア団体の主導で数年前

から通訳ボランティアを養成しており、大

阪府では 2001 年から通訳ボランティアを
登録し、府立病院に通訳を派遣する事業を

開始した。また、2002年には、神奈川県が
モデル事業として NPO と協働し医療通訳
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の育成と派遣を行っている。 
 今回の調査で明らかになった課題は、保

健医療通訳に対する研修プログラムの欠如

であった。通訳の多くは保健医療専門職で

ないため、実地の活動において独学で保健

医療用語や医療知識を身に付けていた。具

体的には、母国から医療用語や看護学の本

を自ら取り寄せ、職員向けセミナーへ参加

し、医師や看護婦に直接質問することによ

り、知識の不足を補っていた。しかし、母

子保健分野における通訳は、単に日本語を

外国語に置き換える作業だけを行うのでは

なく、本国に存在しない日本の母子保健シ

ステムを説明し、外国人保護者の妊娠や育

児の文化習慣を日本人保健医療関係者に説

明するなど、外国人保護者と日本人保健医

療関係者のコミュニケーションの橋渡し役

であった。また、母語で相談できるという

ことから、母子保健相談の枠を越えて、家

族のこと、子どもの将来のことなど、種々

の相談が持ち込まれていた。まさに、母語

による母子保健カウンセリングであった。

保健医療通訳は、高いレベルの専門性を要

求される職種であり、通訳に対する研修プ

ログラムの整備が必要であろう。今回のイ

ンタビュー調査結果から敷衍すると、研修

内容としては、母語および日本語の医療用

語、医学や看護学の基礎知識、心理カウン

セリングの基礎知識などがあげられよう。

また、日本の健康保険システム、予防接種

などの母子保健サービス地域における保健

医療機関の業務内容などを理解してもらう

ことにより、外国人にとっての貴重な情報

源として通訳を活用することが必要であろ

う。 
 今後、母子保健医療現場における通訳の

ニーズは急激に増大すると思われる。従来

のような、相手国の言葉を話せる人にとり

あえず通訳をお願いするという通訳ボラン

ティアの発想ではなく、プロフェッショナ

ルな保健医療通訳が必要とされているので

ある。そのためには、母子保健分野におけ

る医療通訳技術の向上や実践的な研修のあ

り方が今後の大きな課題であろう。 
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図 1  小牧市における乳幼児健診受診率の推移 
   愛知県小牧市保健センター資料より作成 
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図 2  小牧市における麻疹接種率の推移 

   愛知県小牧市保健センター資料より作成 
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表１ 日本語の会話能力と在日年数（ｎ＝82） 
 

在日年数 日本語能力 
3年未満 3年―8年未満 8年以上 

合計 

会話ができる 2 3 12 17 
簡単な会話なら可能 10 25 18 53 
全くできない 8 3 1 12 
合計（％） 20(24.4) 31(37.8) 31(37.8) 82(100) 

 
 
 

表 2  日本語能力と保健医療関係者とのコミュニケーション（ｎ＝81） 
 

 
保健医療関係者とのコミュニケーション 日本語能力 
とれた ふつう とれなかった 

合計 

会話ができる 9 7 1 17 
簡単な会話なら可能 12 18 22 52 
全くできない 2 0 10 12 
合計（％） 23(28.4) 25(30.9) 33(40.7) 81(100) 

 
 
表 3 子育てに関する情報源（ｎ＝82） 
 

情報源 人数 ％ 
出身国にいる家族・友人 44 53.7 
夫 39 47.6 
母語の新聞・情報誌 21 25.6 
日本にいる同じ出身国の友人 17 20.7 
保健センターの通訳 7 8.5 
日本人の友人 2 2.4 
その他 4 4.9 
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